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 Time‑limit for proposal and certification

required : 5 : 00 PM, June 8, 2017

 Time‑limit for tender : 5 : 00 PM, June 29,

2017

 Contact point for the notice : Junichi Na‑

kamura, Administrative Division, Kansai‑

kan of the National Diet Library, 813
Seikadai, Seika‑cho, Soraku‑gun, Kyoto

6190287 Japan FAX 0774949108

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 29 年４月 18 日
支出負担行為担当官
関東地方整備局副局長 髙田 昌行

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 14
〇第８号
１ 調達内容
 品目分類番号 20
 購入等件名及び数量 茨城港港湾業務艇建
造 １式
 調達案件の仕様等 別冊仕様書のとおり
 引渡し期間 契約締結日から平成30年11月
２日
 引渡し場所 国土交通省関東地方整備局鹿
島港湾・空港整備事務所 茨城県出張所 係
留場所 茨城県ひたちなか市阿字ヶ浦町字千
駄切地先
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の８に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の108分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。
 電子調達システムの利用 本案件は、証明
書等の提出・入札を電子調達システムで行う
対象案件である。
なお、電子調達システムによりがたい場合
は、あらかじめ紙入札方式参加願を提出する
ものとする。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下、「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
 平成28・29・30年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）において「物品の製造
（船舶類）」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付け
され関東・甲信越地域の競争参加資格を有す
る者であること。
 上記２の資格を有しない者で入札に参加
しようとする者は、開札の時までに当該資格
の決定を受け、かつ競争参加資格の確認を受
けた場合は入札に参加することができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（平成27年12月
24日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。
 平成14年４月１日以降、元請けとして、船
舶安全法施行規則（昭和38年９月25日運輸省
令第41号）第66条の２で規定する総トン数20
トン以上の鋼製（高張力鋼、耐食アルミニウ
ム合金又は高張力鋼と耐食アルミニウム合金
の複合）船舶を、自社施設において建造し、
かつ、運輸局又は（一財）日本海事協会（若
しくは同等と認められる船級協会）の検査登
録を行った実績があること。
 全長22ｍ以上及び総トン数30トン以上の船
舶を建造可能な造船船台又は船渠を自社で保
有し、当該建造に使用可能であること。
 技術者 主任技術者として、小型船造船業
法（昭和41年７月４日法律第119号）第11条
の鋼船製造に関する要件を満足し、入札参加
者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者を
配置できること。日本国外の企業における技
術者にあっては、上記に示す要件と同等と認
められる学歴及び経験を有していること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 申請書の提出期限の日から開札の時までの
期間に、関東地方整備局から「地方整備局（港
湾空港関係）所掌の工事請負契約に係る指名
停止等の措置要領」（昭和59年３月31日付け港
管第927号）に基づく指名停止を受けていな
い者であること。

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、入札書類データ（証明書等）ととも
に支出負担行為担当官の交付する入札説明
書に示す特定役務を履行できることを証明
する書類を作成し、上記３の受領期限ま
でに上記３に示すＵＲＬに電子調達シス
テムを利用して提出しなければならない。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な証明書等とともに支出負担行為担当
官の交付する入札説明書に示す特定役務を
履行できることを証明する書類を作成し、
上記３の受領期限までに上記３に示す
場所に提出しなければならない。
なお、、いずれの場合も、開札日の前
日までの間において支出負担行為担当官（補
助者含む）から証明する書類等に関する説明
を求められた場合には、それに応じなければ
ならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、入札者に求められる義
務を履行しなかった者のした入札、その他入
札に関する条件に違反した者のした入札は無
効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した特定役
務を履行できると支出負担行為担当官が判断
した入札者であって、予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低価格をもって有効な入札を行った者を
落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がされないおそれがあると認めら
れるとき、又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内の価格をもっ
て入札した他の者のうち最低価格をもって入
札した者を落札者とすることがある。
また、落札者となるべき者の入札価格が予
決令第85条に基づく調査基準価格を下回る場
合、予決令第86条の調査を行うものとする。
 手続きにおける交渉の有無 無

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒2318436 横浜市中区北仲通５57横浜
第２合同庁舎15階 関東地方整備局総務部経
理調達課 関根 徹 電話0452117413
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
電子調達システム
https://www.geps.go.jp/

の問い合わせ先と同じ
 入札説明書の配付期間、場所及び方法 平
成29年４月18日から平成29年６月21日までの
土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時30
分から18時00分まで、下記、の場所及び
方法で配付する。（最終日は入札書受付締切予
定時刻である14時00分）
 関東地方整備局港湾空港部ホームページ
「発注情報→発注情報等→物品・役務→発
注公告等（ＷＴＯ対象案件）」
ＨＰアドレス
http://www.pa.ktr.mlit.go.jp/kyoku/

bid/index.htm

 上記によりがたい場合は次の場所で配付
する。
〒2318436 横浜市中区北仲通５57横
浜第２合同庁舎15階 関東地方整備局総務
部経理調達課 電話0452117413

 電子調達システムによる入札書類データ
（証明書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る証明書等の受領期限 平成29年５月29日12
時00分
 電子調達システムによる入札書及び紙入
札、郵送等（書留郵便等の配達の記録が残る
ものに限る。）による入札書の受領期限 平成
29年６月21日14時00分
 開札の日時及び場所 平成29年６月22日９
時40分 関東地方整備局入札室

 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省が行う公共事業等からの排除
要請があり、当該状態が継続している者でな
いこと。
 電子調達システムによる場合は電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。
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